
簡易公募型競争入札【総合評価落札方式(簡易型)】　評価表
NO.1

1.業務名 令和７年度飯豊山系砂防事務所管内砂防施設等設計（その２）業務 令和７年度飯豊山系砂防事務所管内砂防施設等設計（その２）業務

2.所属事務所 飯豊山系砂防事務所 飯豊山系砂防事務所

3.方式 簡易公募型競争入札【総合評価落札方式　簡易型（１：１）】 簡易公募型競争入札【総合評価落札方式　簡易型（１：１）】

4.公示日 #######

5.指名通知日 #######

Ａ社 Ｃ社 Ｄ社 Ｅ社 Ｈ社 Ｊ社 Ｋ社 Ｍ社 Ｎ社 Ｒ社 Ｔ社 Ｕ社 Ｙ社
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○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
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5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5

4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4

5 3 5 5 3 0 3 0 3 3 3 3 3 5

30 26 28 28 28 28 28 28 28 28 26 28 28 24

5 0 5 5 3 0 5 5 3 5 0 5 5 0

1 0 0 1 1 1 1 0 1 1 1 1 1 0

小計 50 38 47 48 44 38 46 42 44 46 39 46 46 38

5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5

5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5

5 5 5 5 3 3 5 5 5 5 0 5 5 3

30 24 28 30 30 28 30 26 28 30 28 26 30 24

5 0 3 3 0 0 3 0 0 5 0 0 0 0

－ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

小計 50 39 46 48 43 41 48 41 43 50 38 41 45 37

100 77 93 96 87 79 94 83 87 96 77 87 91 75

技術提案書の提出者指名 指名しない ◎ ◎ 指名しない 指名しない ◎ 指名しない 指名しない ◎ 指名しない 指名しない ◎ 指名しない

指名時の順位 11 4 1 6 10 3 9 6 1 11 6 5 13

企業のワーク･ライフ・バランス等の推進に関
する指標の適合状況の有無

そ
の
他

合計

北陸地方整備局発注の令和４年度～令和７
年度(表彰年度)の土木コンサルタント業務の
優良技術者表彰の有無

北陸地方整備局発注（港湾空港関係を除く）
の令和３年度～令和６年度の土木関係建設
コンサルタント業務、測量及び地質調査業務
の技術者成績評定の平均点

平成27年度以降公示日までの当事務所、周
辺での受注実績の有無

手持ち業務金額及び件数

簡易公募型競争入札【総合評価落札方式(簡易型)】　評価表

平成27年度以降公示日までの同種又は類似
業務等の実績の内容

評価の着目点

予定技術者

参加表明者

北陸地方整備局発注の令和６年度～令和７
年度(表彰年度)の土木関係建設コンサルタン
ト業務の優良業務表彰の有無又は令和７年
度の生産性向上技術活用表彰の有無　※優
良表彰の認定の翌日から参加表明期限まで
に文書注意以上の措置を受けた場合は加点
しない。

北陸地方整備局発注(港湾空港関係事務を
除く)の令和３年度～令和６年度に完了した土
木コンサルタント業務の企業成績評定の平均
点

平成27年度以降公示日までに山形県又は新
潟県内での災害協定等に基づく活動実績

平成27年度以降公示日までの同種又は類似
業務等の実績の内容

内　　　容

参加資格確認

令和8年2月6日

令和8年2月26日

2)北陸地方整備局（港湾空港関係事務に関することを除
く）における令和７・８年度の土木関係建設コンサルタント
業務に係る一般競争（指名競争）参加資格の認定を受け
ている者であること。

技術者資格等、その専門分野の内容

4) 警察当局から、暴力団員が実質的に経営を支配する
者又はこれに準ずるものとして、国土交通省発注の公共
事業等から排除要請があり、当該状態が継続している者
でないこと。

当該部門の建設コンサルタント登録等

1) 予算決算及び会計令（以下「予決令」という。）第70条及
び第71条の規定に該当しない者であること。

5) 山形県又は新潟県内に本店、支店、営業所のいずれ
かを有していること。

3) 参加表明書の提出期限の日から開札の時までの期間
に、北陸地方整備局長から指名停止の措置を受けている
期間中でないこと。
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